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1．農業・農村の現状

1）農業・農村を取り巻く状況

我が国では、様々な要因により農業産出額の長期的な低迷・減少が続き、カロリーベースの食

料自給率は平成22年度で39%※１と主要先進国中最低の水準となっています。

一方、世界人口は現在の70億人から、2050年には90億人へ「人口爆発」と称される急増を続け

るものと見込まれており、中国、インド等、いわゆるＢＲＩＣＳ※２諸国等の新興国が経済成長

を続けていることによる需要増もあって、昨今の穀物価格の急騰に見られるように、世界の食糧

需給は不安定な状態になっています。

こうした中、輸入農産物や輸入食品の増加に伴い、輸入農産物における農薬汚染や輸入食品に

おける有毒・有害物質の混入などの問題も発生し、安全・安心を求める消費者のニーズに対応し

た生産体制を確立していくことが求められています。

また、農村の地域社会においては、過疎化・高齢化の進行により従来のコミュニティ機能を維

持することが困難となっており、今まで集落等で行われてきた水路等の管理の粗放化や耕作放棄

地の増加など、農業・農村の有する多面的機能の発揮にも重大な支障が生じることが懸念されて

います。

2）島根県の農業・農村の動向

県土の約85%が中山間地域※３である島根県においては、農業生産活動や生活面での条件が厳し

く、過疎化・高齢化の進行が極めて深刻な状況となっており、平成22年度の農業就業人口の平均

年齢は70.1歳と、全国で３位となっています。

また、耕地面積の減少や耕作放棄地の増加、鳥獣被害の深刻化などによる、農業生産活動への

影響や集落機能の低下が懸念されています。

一方、平成22年の農業産出額は552億円で、その内訳は米34%、畜産36%、園芸等30%であり、

昭和59年の1,039億円と比較して25年間で47%減少しています。これは、島根県の農業が稲作依存

型の農業形態となっていることから、米価の低迷や米の生産調整拡大、資材価格の高止まりなど

の要因も影響していると考えられます。

※１　農林水産省調べ
※２ ブラジル（Brazil）、ロシア（Russia）、インド（India）、中国（China）、南アフリカ共和国（South Africa）の５

カ国の頭文字を合わせたもの。
※３　島根県中山間地域活性化基本条例及び同施行規則に定める過疎地域、特定農山村地域、辺地等の指定地域

第

2
章

現
状
と
課
題

8



0

20

40

60

80

100

120

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成 22年平成 17年平成 12年平成 7年平成 2年昭和 60年昭和 55年昭和 50年昭和 45年昭和 40年

畑田 耕地利用率

（ha） （%）
113.8

101.7
96.3

92.8 95.7 93.6 91.3
84.9

81.4 79.919,800
15,500

14,300 13,400
11,700 11,000

9,840
8,480 7,830 7,560

54,100 53,200
45,300 43,200 39,900 37,700 35,200 33,100 31,700 30,800

73,900
68,700

59,600
56,600

51,600
48,700

45,040
41,580 39,530 38,360

耕作放棄地面積 耕地放棄地率

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成 22年平成 17年平成 12年平成 7年平成 2年昭和 60年昭和 55年昭和 50年
0

5

10

15

20

25

30
（ha） （%）

3,257
2,799

2,474

4,358

3,698

5,412

6,605 6,629

5.8 5.4 5.2

9.4 8.7

13.7

18.4
20.4

資料：「耕地及び作付面積統計」（農林水産省）

※4　過去1年間に何も作付けせず、今後数年間に再び耕作するはっきりした意思のない土地。
※5　農林業センサスの経営耕地面積（総農家）に対する耕作放棄地面積の割合。

資料：「農林業センサス」

●耕地面積
◆平成22年の島根県の耕地面積は38,360ha（田30,800ha、畑7,560ha）で、昭和40年からの45年

間で48%減少しています。耕地面積の減少は、本格的な米の生産調整が始まった昭和45年以

前から続いており、都市部の経済成長の一方で、中山間地域の条件不利地を中心に耕地の荒

廃が進行しています。

◆耕作放棄地※4面積は、中山間地域の条件不利地を中心に年々増加しており、平成22年には県

全体で6,629ha、耕作放棄地率※5は20.4%に達しています。

図1 耕地面積の推移

図2 耕作放棄地面積と耕作放棄地率の推移
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図4 農業就業人口及び平均年齢の推移
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資料：「農林業センサス」

販売農家：経営耕地面積が30a以上または調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円以上の農家。
主業農家：販売農家の内、農業所得が主で、65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家。
準主業農家：販売農家の内、農外所得が主で、65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家。
副業的農家：販売農家の内、65歳未満の農業従事60日以上の者がいない農家。

資料：「農林業センサス」

●農業の担い手
◆販売農家数は、平成22年までの直近20年間でほぼ半減しています。

　全販売農家の内、約９割を準主業農家、副業的農家が占めています。

◆農業就業人口は、平成22年までの直近20年間でほぼ半減しており、65歳以上が約７割を占め、

その平均年齢は70.1歳（全国３位）で、高齢化が急速に進んでいます。

◆認定農業者や農業法人といった企業的な経営感覚を持った農業者、地域ぐるみで農業生産の

組織化を進める集落営農組織など、地域農業の中核となる担い手は増加傾向にあります。

図3 販売農家数の推移

図5 農業就業人口年齢別就業比

（平成22年）

15～29歳
2.1％

30～64歳
23.5％

65歳以上
74.4％
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認定農業者：農業経営基盤強化促進法に基づき作成した農業経営改善計画について、市町村の認定を受けた農業者。
集落営農組織：集落などまとまりのある一定地域内の農家が共同して営農活動を行う組織。
農業生産法人：農地等の権利を取得でき、農地法で定められた要件（法人形態、事業内容等）を満たす法人。
特定農業法人：担い手不足が見込まれる地域において、その地域の農地面積の過半を集積する相手方として、地域の地

権者の合意を得た法人。
農業参入企業：農業参入した建設企業等の一般企業。
特定農業団体： 担い手不足が見込まれる地域において、その地域の農地面積の２／３以上について農作業の受託者とし

て、地域の地権者の合意を得た任意組織。（農業生産法人となることが確実に見込まれる。）

資料：「島根県農業経営課」

図6 担い手の育成・確保の状況
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（百万円）
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資料：「島根県森林整備課」

資料：「島根県森林整備課、農村整備課」

●鳥獣被害
◆イノシシ、サルなどの有害鳥獣による農作物被害は、今までに実施してきた侵入防止柵設置

等の対策により減少傾向にあるものの、平成22年度には前年度の被害を大きく上回るなど、

依然深刻な状況が続いています。

◆特に過疎化・高齢化が進行する中山間地域を中心に侵入防止柵等施設の老朽化が進行してお

り、再整備が必要な状況にあります。

◆鳥獣被害は、農家の生産意欲の減退等に大きく影響を及ぼすことから、効果的な対策が求め

られています。

図7 鳥獣被害額の推移

図8 平成22年度鳥獣被害対策関係事業費 図9 平成22年度鳥獣被害（被害を受ける作物の種類）
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園芸等畜産米
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資料：「農林水産統計年報」

※うるち玄米1等（60kg当たり）
※平成12年以前の米価は自主流通米
※平成22年の米価は全国平均値

資料：10a当たり米生産費（農業経営統計調査）
　　　米価(農村物価統計調査)

●農業生産
◆平成22年の農業産出額は、ピーク時の昭和59年の1,039億円と比較して、47%減の552億円と

なっています。

◆近年、恒常的な米の生産過剰基調が続く中、米価は低迷し、資材価格は高止まりしています。

図10 農業産出額の推移

図11 10a当たり米生産費［物財費］（全国）と米価※（島根）の推移
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資料：国勢調査

※DID（人口集中地区）とは人口密度4,000人／㎢以上の国勢調査単位区がいくつか隣接し、併せて人口5,000人以上を
有する地域をいう。島根県では、松江市、出雲市、安来市、浜田市、益田市の中心市街地部が該当する。（平成22年度
時点）

※農業地域類型区分： 地域農業の構造を規定する基盤的な条件（耕地や林野率、農地の傾斜等）に基づき旧市区町村及
び市町村を区分したもの。

資料：国勢調査

●農村地域
◆近年は県人口の減少に伴い、都市地域（DID）、農村地域（非DID）人口ともに減少傾向に

ありますが、都市地域に比べ農村地域における減少率は高くなっています。

◆都市地域と比較し、農村地域の高齢化が進行しています。

図12 県人口と農村地域人口の推移

図13 農業地域類型別人口の推移（昭和50年を100とした指数）

第

2
章

現
状
と
課
題

14



2．島根県の農業農村整備の実施状況

1）農地の整備

ほ場整備をはじめとする農地の整備は、農作業の省力化による労働生産性の向上や担い手への

農地利用集積の促進、水田の汎用化による農地の機能向上など、欠くことのできない生産基盤の

条件整備です。

ほ場整備事業は、昭和38年度から実施しており、平成23年度末までに水田22,382haの整備を行

い、その整備率は73.3%となっています。
※整備実績は県農村整備課調べ

事例 1 ほ場整備を契機とした新たな担い手の確保
～ほ場の整備～

地 区 名●今
いま

田
だ

地区（江津市桜江町）
事 業 名●経営体育成基盤整備事業
受益面積●22.1ha
工　　期●平成20年度～平成25年度（予定）
総事業費●400百万円
受益戸数●81戸

今田地区では近年高齢化が進み、後継者不足が顕著と
なっており、地域の農業の中心的役割となれるような担
い手を求めていました。
一方、既に建設業界から農業参入していた「㈲はんだ」

は経営規模拡大を図るため、生産条件が整った農地を求
めていました。
この２つのニーズに応えるため、江津市のマッチング
により、本事業に取り組みました。

●今田地区の農地のうち、1／3（約7ha）を集積。
●ほ場整備による大区画化等により作業の効率化を図る
とともに、コップスシステムによる安定的な用水供給
が可能になり、大豆、にんじん、さといもを作付。
●無農薬・無化学肥料栽培により、付加価値のある農産
物を生産し、安定した農業経営に向けた取り組みを推
進。

㈲はんだによる大豆の作付

農地集積計画

㈲はんだの営農状況

㈲はんだ　　7.0ha
認定農業者　2.0ha
個人営農　　13.1ha

第

2
章

現
状
と
課
題

15



2）農業用用排水施設の整備

用水施設の整備は、農業生産に不可欠な農業用水を安定的に供給するために行うもので、昭和

24年度から実施し、平成23年度末までに基幹的※1な用水路480km、用水機場155ヶ所を整備しま

した。

また、排水施設の整備は、農作物の湛水被害防止や水田の排水不良を改善するために行うもの

で、平成23年度末までに基幹的な排水路132km、排水機場57ヶ所を整備しました。

さらに、造成した基幹水利施設を計画的に点検診断して補修・更新し、施設の長寿命化等を図

る保全対策事業を平成21年度から始めており、平成23年度現在３地区で実施しています。
※1　受益面積100ha以上の施設
※整備実績は県農村整備課調べ

事例 2 大雨による湛水被害から農地を守る
～排水機場の整備～

地 区 名●湖
こがんみなみ

岸南地区（出雲市斐川町）
事 業 名●かんがい排水事業（一般型）
受益面積●470ha
工　　期●平成14年度～平成22年度
総事業費●1,510百万円
工事概要●排水機場設備
　　　　　ポンプ φ700㎜ １台（常時用）
　　　　　　　　 φ2000㎜ ２台（洪水用）

排水ポンプ設備の老朽化の進行により、十分な排水
ができず、度々湛水被害が発生し、農地の汎用化を進
めることが困難な状況にありました。
そこで、排水能力を強化するため、老朽化の著しい
排水ポンプ設備の改修を実施しました。

整備前の湛水状況（平成17年7月）

整備後の排水機場

地元農家の声
・ポンプ場の完成で、水の「引き」が早くなった。
・数年前に営農組合を設立し、大規模営農を展開
してきたが、低湿地帯での畑作物栽培は苦戦が
強いられた。これからはほ場の排水条件が改善
されたことにより、ひまわり、大麦、ハトムギ
などの収量・作柄のアップが期待できる。

・これまで周辺の集落は、幾たびも水害に見舞わ
れ、冠水することがあった。今後は、まとまっ
た雨でも安心していられる。

排水ポンプ
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事例 3 既存施設の予防保全対策による排水施設の長寿命化
～排水機場の予防保全対策～

地 区 名●論
ろんでん

田地区（出雲市）
事 業 名●基幹水利施設ストックマネジメント事業
受益面積●422ha
工　　期●平成19年度～平成20年度
総事業費●90百万円
工事概要●排水機場設備
　　　　　ポンプ φ800㎜ １台
　　　　　建屋補修 １式

耐用年数を超過し、老朽化が著しい施設について、
予防保全対策※を実施し、施設の長寿命化を図りました。

※既存施設に致命的な故障が発生する前に診断し、適切な措置
を講じることにより施設の長寿命化を図ること。

補修前の排水機場建屋

補修後の排水機場建屋 更新後の排水ポンプ

更新前の排水ポンプ
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事例 4 農畜産物の効率的な輸送体系を確立
～広域農道の整備～

地 区 名●石
いわみ

見西
せい ぶ

部地区（益田市、浜田市）
事 業 名●広域営農団地農道整備事業
受益面積●2,683ha
工　　期●平成９年度～平成 22年度
総事業費●9,958百万円
工事概要●総延長　15.4km
　　　　　幅　員　全幅7.0m（有効幅員5.5m）

本農道は、益田市東部と浜田市西部を結ぶ路線で西
石見広域農道(S52～H12)とともに西石見広域営農団
地を縦断する基幹的農道です。
石西地域の農畜産物の効率的な輸送の実現と、過疎・

高齢化が進む中山間地域の生活環境の改善を図ること
を目的に整備を行いました。
本農道の開通により、石西地域内や隣接する石央地

域との交流が促進されると共に那賀西部広域農道と連
携し、浜田自動車道旭
ＩＣへのアクセスが改
善され、地域の農畜産
業の発展に大きく寄与
しています。

緑黄色野菜の中でもビ
タミンやミネラルの含
有量がとても多く、「青
汁」の原料として利用
されています。

【ケール栽培】

【国営農地開発地】

【整備後】

広域農道の開通により、
飛躍的に輸送効率が改善。

【牧場周辺の市道では輸送車輌のすれ違いが困難】
【整備前】

【三隅大平桜】

3）農道の整備

農道の整備は、ほ場への通作、営農資材や農産物の輸送など農業生産性の向上や農産物等の流

通の合理化に併せ、農村地域の生活インフラとして道路ネットワークを補完することを目的とし、

昭和40年度から平成23年度末までに広域農道327km、その他農道630kmを整備しました。

また、造成した橋梁等の農道施設や法面の変状等を計画的に点検診断して補修・補強し、農道

施設の長寿命化等を図る保全対策事業を平成18年度から始めており、平成23年度現在10地区で実

施しています。
※整備実績は県農地整備課調べ

【和牛牧場】

【肥育牛】
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事例 5 農業施設・市場へのアクセス改善
～基幹農道の整備～

地域内の農業施設や市場へのアクセスを改善して農
産物輸送の効率化を図り、地域農業経営の合理化・近
代化に寄与する輸送基盤となっています。

農道利用者の声
以前は稲刈り時期にモミの搬入車

が集中し何時間も待っていたが、現
在はそのようなことは無くなった。

以前は道幅が狭かったので、
ライスセンターへ行くには広い
道路を大回りしていた。
今は、農道を通って最短距離

で行くことが出来る。

米倉庫に大型車がよく出入り
するが、以前は大型車と出合う
とすれ違いが出来ず、通りにく
い道だった。現在はどこでもス
ムーズにすれ違いができる。

地 区 名●上
かみながや

長屋地区（浜田市）
事 業 名●基幹農道整備事業
受益面積●263ha
工　　期●平成18年度～平成 21年度
総事業費●189百万円
工事概要●総延長　0.8km
　　　　　幅　員　全幅 5.0m（有効幅員 4.0m）

【整備前】 【整備後】

【ライスセンター】

【育苗ハウス】

【ライスセンター】

【育苗ハウス】

浜田自動車道

金城 ＩＣ  →

上
長
屋

基
幹
農
道

浜
田
自
動
車
道

ライスセンター
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4）地すべり対策

農地地すべり対策は、地すべりによる農地や人命、家屋等の被害を除去又は軽減し、国土の保

全と民生の安定に資することを目的に、地すべり等防止法に基づき指定を受けた地すべり防止区

域において、昭和33年度から地すべり防止工事を行っています。

平成23年度末時点で294区域、14,109haが地すべり防止区域の指定（農林水産省農村振興局所管）

を受けており、171区域が概成※２しています。

また、県が管理する地すべり防止施設の長寿命化対策や落石対策も実施しています。
※2　おおむね地すべりが止まった状態。 

事例 6 安全で安心な農村づくり
～農地地すべり対策～

地すべり防止区域内の農地や人命・財産等を地すべり被害から守るため、地表水が地下に浸透することを防ぐ水
路や地下水を排除する水抜きボーリング、集水井、斜面の安定を図るための排土や杭工を施工しています。

地すべり防止工事イメージ

比較的浅い地下水の排除

土砂を除去し
斜面の安定を図る

雨水等の地下浸透を防ぐ
比較的深い地下水の排除

水抜きボーリング

排水路 集水井

排土＋法枠

5）ため池等の整備

ため池等の整備は、老朽化の著しいため池や頭首工、樋門等を改修することにより、災害の未

然防止を図り、国土・環境の保全及び県民生活の安全・安心に資することを目的に昭和35年度か

ら実施しています。
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整備後

洪水により被災した頭首工

6）中山間地域の総合的な整備

県土の約85%を占める中山間地域は、国土保全や環境保全など多面的機能を有する重要な地域

です。

地形的な制約から農業生産性の向上や経営規模の拡大等に限界がある中山間地域において、立

地条件を活かした農業の確立や新たな特産品開発、加工等による６次産業化等を通じて、地域の

活性化が図られるよう、農業生産基盤と農村生活環境の整備を総合的に行う中山間地域総合整備

事業を平成２年度から実施し、平成23年度末までに25地区が完了しました。
※整備実績は県農村整備課調べ

事例 7 老朽化した頭首工の整備

　老朽化した農業用河川工作物（頭首工、樋門等）の改修を行い、洪水、高潮及び地震等による堤防の決壊によ
る甚大な被害の未然防止を図ります。

整備前

洪水により被災した頭首工

島根県には、ため池約5,000ヶ所、頭首工約2,100ヶ所があり、平成23年度末までに老朽ため池

の整備を250ヶ所、頭首工の改修を51ヶ所行いました。
※整備実績は県農地整備課調べ
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事例 8 中山間地域のきめ細やかな整備
～地域の特色を活かして～

雲南市　大原地区（H18～H23）阿用団地

地形条件に合った小規模なほ場整備、用水路、排水路の整
備を総合的に実施しました。
用水路の一部を環境保全型の水路形式にすることで、地域

に生息するホタル等の生息環境に配慮しました。

○小規模で多様な生産基盤の整備

ほ場整備を契機に、農地の集積を進め、今後、法人化を予
定している地域もあり、担い手の確保に繋がっています。

中山間地域総合
整備事業により、
大規模な畑地を造
成しました。

○大規模な営農団地の整備

浜田市　金城地区（H20～H27）新開団地

新規就農者や企
業参入があり、観
光農園による観光
振興や先進農業の
拠点として期待さ
れています。

地区住民による直営施工で鳥獣（イノシシ）
侵入防止柵を設置
しました。
直営施工である

ため、経験やきめ
細やかな配慮から、
適切な場所へ設置
することができま
した。

○鳥獣侵入防止施設の整備

美郷町　美郷地区（H20～H25）都賀西団地

水路に生息する水生生物

メダカカワニナ

用水路（環境保全型）

ほ場整備事業実施後

ほ場整備事業実施前

用水路
（一部環境保全型水路）

用水路
（一部環境保全型水路）

ほ場整備

用水路

排水路
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7）農業集落排水施設の整備

農業集落排水施設は、農村地域のし尿・生活雑排水などを浄化処理することにより、農業用水

の水質や農業用用排水施設の機能を保全し、生活環境の改善を図ることを目的とし、併せて河川・

湖沼などの水質保全や汚泥の堆肥化等循環型社会の構築に寄与するなど、重要な役割を担ってい

ます。

島根県では昭和56年度から実施しており、平成６年度からは「全県域下水道化構想」（現「島

根県生活排水ビジョン（第４次構想）」）に基づき、公共下水道や合併浄化槽との役割分担を行い

ながら、効率的・経済的な整備に努め、平成23年度末までに146地区（供用人口は99,511人）が

完了しました。
※整備実績は県農村整備課調べ

『畑の宝石』を施肥したキャベツ畑

事例 9 生活環境改善と資源循環
～農業集落排水施設と資源循環施設の整備～

地 区 名●意
いとう

東地区（松江市東出雲町）
事 業 名●農業集落排水資源循環統合補助事業
【集落排水施設】
工　　期●平成６年度～平成10年度
総事業費●1,589百万円
事業概要●処理施設１ヶ所、管路13km
計画人口●850人
計画戸数●187戸
【資源循環施設】
工　　期●平成19年度～平成21年度
総事業費●100百万円
事業概要●資源循環施設1ヶ所
計画人口●1,020人（農集850人、浄化槽170人）
計画戸数●227戸（農集187戸、浄化槽40戸）
余剰汚泥（平均558㎥ /年）を脱水し、杉チップの入っ
た発酵槽に投入して加温攪拌することによって発酵
分解させ、半年あたり7.3㎥の汚泥肥料を製造する。

｢肥料名：畑の宝石（おすぎとチップ）｣
　「畑の宝石」を施肥した野菜（キャベツ等）での
肥効は化学肥料と同等又はそれ以上であった。（島
根大学生物資源科学部調査）

資源循環施設 処理施設

水質が改善された
近傍湖岸で

うなぎの放流が行われた。

集排汚泥の
発酵分解施設

（資源循環施設内部）

『畑の宝石（おすぎとチップ）』
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8）地域資源の保全と活用

農業生産に欠かすことのできない農地や農業用水等の資源は、過疎化･高齢化･混住化等に伴う

集落機能の低下により、適切な保全管理が困難な状況になってきています。

一方、環境問題に対する国民の関心の高まりの中で、農村地域の環境の保全や、環境に配慮し

た農業生産への転換が求められています。

このため、平成19年度に農地や農業用水等の資源と農村が有する豊かな自然や環境、景観等を

地域住民が一体となって守り育む共同活動を支援する「農地・水・環境保全向上対策」が創設さ

れ、平成23年度からは「農地・水保全管理支払交付金」と改称し、水路や農道、ため池などの施

設の長寿命化に向けた活動への助成が新たに加わりました。平成23年度末で、本交付金の共同活

動取組面積は県内対象農用地面積※３の46%を超えています。

また、東日本大震災を契機として、島根県の農業分野においても小水力発電など再生可能エネ

ルギーに対する関心が高まっています。

県内では、平成22年度に農業用ダム２ヶ所で小水力発電導入の調査・検討が行われるなど市町

村を中心とした取り組みが始まりつつあります。また、本年度は県、市町村が連携して「島根県

再生可能エネルギー導入促進協議会※4」を設立しました。更に、県において「島根県再生可能エ

ネルギー利活用総合推進事業※5」を実施し、県内に豊富に存在する農業用水等の地域資源を市町

村等と連携しながら、再生可能エネルギーとして有効に利活用する取り組みを推進します。
※３ 農振農用地区域内の田、畑、樹園地、採草放牧地の面積。
※４ 地域と協働して豊富に存在する地域資源を有効活用した再生可能エネルギーの導入を促進し、もって地域づくり

や地域の活性化につなげていくことを目的とし、県・市町村で構成された協議会。
※５ 小水力発電の導入適地調査や小水力発電システムの調査研究等を平成24年度に実施。
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事例 10 共同活動によるコミュニティの維持再生と地域資源の保全

中国四国農政局が、中国四国９県で農地・水保全管理支払交付金事業に取り組む約2,600活動組織（平成23年度）
を対象に、活動組織の意欲の高揚と対策の更なる推進を目的として、地域ぐるみでの効果の高い共同活動を実践し
ている活動組織を表彰しており、島根県では３活動組織が中国四国農政局長賞を受賞しています。

地域の６自治会が強く連携を図り、長年の課題であったた
め池や水路等の施設の補修を地域住民により全て自主施工で
取り組まれ、なかでも10数年間放置され、荒れ果てていた「や
ぶさめの棚田」とその水源のため池を復旧し、地域のシンボ
ルゾーンに整備されました。復活した棚田では子供たちと一
緒に田植えをしたり、様々な交流活動に取り組まれています。
これらの活動内容は、情報誌を作成し、活動記録として広

く広報活動がなされています。

市山環境保全会（江津市）【平成21年度受賞組織】

地域の方の声
・地域内の景観を阻害し、有害鳥獣の棲家と
なっていた耕作放棄地を、本事業による定
期的な保全活動で、本来の景観を取り戻し、
地域の人々にゆとり、やすらぎ、心の豊か
さを提供しています。

旧小学校単位（旧村単位）という広範囲で共同活動に取り
組まれていますが、その中心を担う２名のコーディネーター（専
従の事務局）と各自治会から選出された委員が中心となって、
各自治会や各団体の要望や話し合い結果をまとめて年度計画

を策定し、地域ぐるみ
で活動を展開されてい
ます。
また、次世代を担う
子供たちに、先祖から
受け継がれた水利施設の見学会や、代掻きから脱穀までの田んぼでの農業
体験、コギ（淡水魚）の里での採卵体験などの体験学習を実施し、地域資
源保全の理解を深める活動が積極的に行われています。

阿井地区資源保全協議会（奥出雲町）【平成22年度受賞組織】

地域の方の声
・農家はもとより非農家の方も農地、水、環
境の大切さを再認識しました。同時に農業
基盤や自然、伝統文化など阿井地区固有の
良さを次世代に継承していかなければなら
ないとの機運が盛り上がっています。

過疎化・高齢化による人材不足や資源の荒廃が進行する中
山間地域という条件不利地にありながら、「７つの振興協議会」
を「１つに束ね」、活動においては大規模組織であることのス
ケールメリットを活かし、豊富な人材による高度な自主施工や
質の高い活動が展開されています。また、７つの振興協議会

が競ってアイデアを出
し合うことによる相乗
効果ももたらされてい
ます。特に、遊休農地
を復田した田での泥田バレー等の企画を通じて、旧小学校単位（旧村単位）
という広範囲での地域振興に取り組まれています。
また、島根県中山間地域研究センター等の外部有識者との積極的な連携

により、多様な方向から地域の将来像を模索されています。

窪田ふるさと会（出雲市）【平成23年度受賞組織】

地域の方の声
・７つの振興協議会の連帯感が強まり、「泥田
バレー」、「くぼたふれあい運動会」、「窪田
地区盆踊り大会」などの交流イベントが、
活動組織から関係団体への呼びかけで始ま
り、地域の活性化につながっています。

水路隧道に塩ビパイプ敷設

農道のわだち防止にコンクリート舗装
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3．前指針の実施状況と評価
国の農業農村整備事業予算が、平成22年度に対前年度比36.9％に大幅縮減されて以降、厳しい

予算状況が続いていますが、徹底したコスト縮減を図るとともに、国の補正予算による前倒しや

県単独事業での補完に努め、下記の基本方針に基づく各種施策を展開しました。

Ⅰ　農業生産基盤の整備 　◎地域の実情にあった担い手づくりに資する基盤の整備

　　　　　　　　　　　　　　　◎農業の生産活動を支える基盤の整備

Ⅱ　農村生活環境の整備 　◎安全で快適に暮らせる農村の整備

Ⅲ　農村資源の保全 　◎地域資源の維持保全活動の支援

１　整備目標と実績
１）実施状況
前指針の計画期間（2009－2011）における実績は以下のとおりとなっています。

Ⅰ　農業生産基盤の整備

◎地域の実情にあった担い手づくりに資する基盤の整備

①ほ場整備の推進

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績
営農組織の設立及び既存組織の法人化 4組織 6組織
ほ 場 整 備（ 区 画 整 理 ） 面 積 351ha 336ha
担 い 手 へ の 農 地 利 用 集 積 率 67%向上 70%向上
耕 作 放 棄 地 再 生 面 積 330ha 102ha

◎農業の生産活動を支える基盤の整備

①生産基盤整備の推進

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績
農 業 用 水 安 定 供 給 農 地 面 積 1,249ha 1,221ha
排 水 改 良 農 地 面 積 642ha 633ha
暗渠排水等による排水条件改善農地面積 317ha 337ha
広 域 農 道 の 全 面 供 用 開 始 1路線 1路線
そ の 他 農 道 の 全 面 供 用 開 始 15路線（20km） 13路線（18km）
そ の 他 農 道 の 部 分 供 用 開 始 2路線（1km） 2路線（3km）

基
本
方
向
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②機能保全対策の推進

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績

機能診断

の 実 施

農業用用排水施設(基幹的施設) 県営造成施設の10% 県営造成施設の16%

基 幹 的 農 道 2路線 7路線

補修・更

新の実施

農 業 用 用 排 水 施 設 3ヶ所 3ヶ所

基 幹 的 農 道 4路線 4路線

Ⅱ　農村生活環境の整備 　
　　　

◎安全で快適に暮らせる農村の整備

①災害に強い農村づくり

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績

農 地 地 す べ り 対 策 面 積 ※ 132区域、7,514ha 135区域、7,688ha

老 朽 た め 池 の 整 備 5ヶ所 4ヶ所

農 業 用 河 川 工 作 物 の 整 備 4ヶ所 5ヶ所
※計画期間内に事業着手した対策面積

②農村の快適な生活環境の整備

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績

農 業 集 落 排 水 施 設 の 普 及 増 加 人 口 2,700人 2,708人

集落道路整備による利便性向上集落 7農業集落 8農業集落

③鳥獣被害防止の推進

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績

鳥 獣 害 防 止 対 策 受 益 面 積 134ha 182ha

Ⅲ　農村資源の保全

◎地域資源の維持保全活動の支援

①農地や土地改良施設の保全活動の推進

成 果 目 標 項 目 成果目標 実　績

定 着 を 支 援 す る 活 動 対 象 農 地 面 積※ 20,000ha 20,319ha

地 図 情 報 デ ー タ 化 完 了 市 町 村 数 10市町村 10市町村
※農地・水・環境保全向上対策の対象面積

 

第

2
章

現
状
と
課
題

27



２）評　価
■ほ場整備の推進について

ほ場整備面積とほ場整備を実施した地区での担い手への農地利用集積率等は、概ね目標を達

成しています。

一方、耕作放棄地の再生面積は、担い手の減少・高齢化が著しく、再生農地の引き受け手の

確保が難しいことなどから目標を下回りましたが、再生された耕作放棄地では、農家や集落営

農組織はもとより、企業、ＮＰＯ法人など多様な担い手による営農が行われるなど一定の成果

が出ています。

【主な完了地区】

○経営体育成基盤整備事業　加茂西地区（雲南市）　34ha

○経営体育成基盤整備事業　池田地区（大田市）　38ha　　　　　

■生産基盤整備の推進について

生産基盤整備の推進に係る成果目標については、厳しい予算状況等から一部において完了が計

画期間後にずれ込みましたが、概ね目標を達成しています。施設の整備により農業用水の安定供

給が可能となった農地や排水条件が改善された農地も着実に確保されています。

また、農道整備においては、部分的にでも早期に効果が発現するよう工事計画の見直しやコス

トの縮減に努めました。

【主な完了地区】

○かんがい排水事業　湖岸南地区（出雲市）　470ha

○広域営農団地農道整備事業　石見西部２・３期地区（浜田市、益田市）　11km

○一般農道整備事業　邑智中央地区（美郷町）　3.5km　　　　

■機能保全対策の推進について

これまでに整備してきた施設の機能保全対策は、目標を達成しています。対策の実施により、

施設のライフサイクルコストの低減が図られています。

　　　　

■災害に強い農村づくりについて

農地地すべり対策は、目標としていた対策面積を達成しています。

老朽ため池の整備については、受益者負担の問題や、国予算の削減等の影響で、目標の地区

数を下回りました。このため、受益者負担の見直しを行うとともに、ため池の危険度調査を行

い、緊急度を踏まえたため池の改修計画を策定しました。

【主な完了地区】

○地すべり対策事業　湖南地区（松江市）

○ため池等整備事業　岡本地区（松江市）

○農業用河川工作物応急対策事業　堂の前地区（安来市）　　
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■農村の快適な生活環境の整備について

農業集落排水施設や集落道路の整備は、目標を達成しています。

しかし、農業集落排水施設の整備については、市町村の財政事情等もあって県西部を中心に

取り組みが遅延している地域があります。

【主な完了地区】

○農業集落排水事業　斐川西部地区（出雲市）

○中山間地域総合整備事業　大原地区（雲南市）

○中山間地域総合整備事業　隠岐島後地区（隠岐の島町）

■鳥獣被害防止の推進について

鳥獣被害防止対策については、目標を達成しています。

また、従来の侵入防止柵整備に加え、「中山間ふるさと水と土基金事業」を活用し、サルの

追い払い犬（モンキードッグ）の育成や、イノシシ・サル・クマ等の生態系調査などソフト面

での取り組みを実施しました。

事例 11 モンキードッグがサルの追い払いに活躍中
～新たな鳥獣被害対策の取り組み～

【事業概要】
事 業 名●中山間ふるさと・水と土保全推進事業
市 町 村●邑智郡川本町、邑南町
工　　期●平成22年度～平成24年度（予定）

・島根県の中山間地域では、サルなどによる農作物被害が
深刻になっています。

・従来から実施している侵入防止柵等のハード対策に合わ
せ、新たなサルの被害対策（追い払い）の一手法として、
県内では初めてとなる追い払い犬（モンキードック）の
育成を試験的に行い、平成23年には７頭がモンキードッ
クの認定を受けました。

・現在、川本町を中心に農作物をサルから守るため活躍中
です。

・今後は、川本町での効果を検証し、他地域への普及を目
指します。

地元農家の声
追い払いの手法が増えて良かった。犬がい

るだけでサルが近づきにくくなった。

訓練の様子
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■農地や土地改良施設の保全活動の推進について

「農地・水保全管理支払交付金」事業の取り組み面積を目標とした「定着を支援する活動対

象農地面積」は、目標を上回り、県内対象農用地面積の46％（中国四国農政局管内１位）を超

えています。また、多様な主体による活動を通じて、地域住民の意識の変化、集落間の連携や

都市との交流、地域リーダーの育成などによる地域コミュニティの活性化も図られています。

また、「中山間ふるさと水と土基金事業」により、田んぼの学校の開催やしまねの棚田ネッ

トワークの設立（平成22年３月）などを通じて、都市住民との交流や地域リーダーの育成を進

めました。

地図情報データ化については、目標の10市町村が完了したことから、県内全市町村の地図情

報データ化が完了し、しまね水土里情報システム（GIS）の活用を始めました。
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4．農業農村整備の今後の課題（ は特に重点的に取り組む課題）

1）農地の利用集積による担い手の育成・確保に向けた生産基盤整備（ほ場整備）

県では、これまでも農業生産性の向上や農地の利用集積により安定して経営が維持できる担い

手の育成・確保の観点から、ほ場整備事業を推進してきました。

世界的な貿易自由化の流れの中で、農業体質強化のための担い手の育成・確保は喫緊の課題で

あるとともに、担い手の減少・高齢化の中で、優良な農地が受け手もないままに放棄されること

は、大きな地域資源の損失であり、ひいては自然環境等の悪化から、国土保全等に悪影響を及ぼ

すことになりかねません。

農地の利用集積による担い手の育成・確保と地域社会の維持発展を志向したほ場整備や区画の

大型化などの要望も多いことから、これらの地域の要望に適切に対応していくことが重要です。

２）戦略作物※１生産拡大に向けた生産基盤の質的向上（暗渠排水、排水改良）

平成22年度から農業者戸別所得補償制度が実施され、米の所得補償交付金については、不作付

けの解消や生産調整への参加が交付要件とされています。戦略作物を中心とした農地利用率向上、

単収・品質の向上、作付け面積の拡大、耕作放棄地の解消・利用のためには、多様な作物の栽培

に対応した水田の排水改良が大きな課題です。

このような農政の動きの中で、県内農業の維持発展のためには水田の汎用化を積極的に推進す

る必要があります。
※１　水田を活用して食料自給率の向上等を実現するために極めて重要な作物で、農業者戸別所得補償制度では次の作物。

　　　
麦、大豆、飼料作物、米粉用米、飼料用米、ＷＣＳ用稲、そば、なたね、加工用米。

３）農地の維持・保全と耕作放棄地等の再生

耕作放棄地は、近年その増加率は鈍化しているものの、平成22年の耕作放棄地面積は6,629ha、

耕作放棄地率は20.4％になっています。耕作放棄地など未利用農地の発生には、農業者の高齢化

の進行、農作物価格の低迷、地域内に引き受け手がいないなど様々な要因が考えられますが、優

良な農地については、良好な状態で次世代に引き継いでいくことが重要です。

また、有害鳥獣による農作物の被害は、収穫前に被害を受けることによる営農意欲の減退、耕

作放棄地の増加等をもたらし、被害額として数字に表れる以上に農村の暮らしに深刻な影響を及

ぼすことになるため、鳥獣被害防止対策の推進が必要です。

４）防災・減災対策の推進

近年、地震や集中豪雨等の自然災害が多発していることから、計画的な防災・減災対策を進め、

災害に強い農村づくりを推進することが求められています。

特に、島根県は、県土の全域が特殊土壌地帯※2の指定を受けるなど、その地質的要因から地す
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べり防止区域が多く、緊急性を踏まえた対策を実施していく必要があります。

また、老朽化が進行したため池や頭首工なども多数あり、放置すると災害時に決壊するなどの

大きな被害が発生する恐れがあります。このため、東日本大震災を踏まえ、耐震対策等の計画的

な改修を行うとともに、必要に応じてハザードマップの作成支援などの減災対策や緊急避難路と

しての農道施設の耐震化対策などにも取り組んでいく必要があります。
※2 特殊な火山噴出物や花崗岩風化土等の特に浸食を受けやすい土壌に覆われ、台風の頻度が高く雨量が極めて多いこ

と等から、災害が発生しやすく、農業生産にも不利な地域。

５）農村の生活環境の改善

農村は食料生産の場であるとともに地域住民の生活の場であり、農地、水、農業用施設、集落

が面的・空間的に一体となって、農業の持続的な発展の基盤としての役割を有しています。また、

やすらぎや憩いを求める都市住民との交流の場や、ＵＩターン者等の受け皿としての機能を備え

ています。

しかし、農村の生活環境基盤の整備は都市に比べ依然として遅れており、道路や下水道、防火

施設など基礎的な環境整備を計画的に進め、地域の資源を活かした魅力ある農村環境を整備して

いくことが必要です。

資料：「平成17年度公共施設状況調べ」（総務省）

６）施設の全面的な改修・更新から長寿命化対策へ

食料生産の基礎的要素である農地や農業用水等の農業生産基盤は、長い年月を掛け、地域の熱

意と努力、公費を投じて構築されてきた社会資本であり、計画的な点検・補修・更新により良好

な状態で将来に継承していく必要があります。 

近年、国や県、管理者の財政がひっ迫するとともに、日常の管理を行う農家組織も過疎化・高

図14 都市部及び島根県の生活水準
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齢化により弱体化し、さらには利用集積が進む農地では、施設の管理者と耕作者間で稼動・維持

管理から更新に至るまでの費用負担が課題となりつつある中、昭和30年代～50年代に建設された

施設が老朽化のピークを迎えようとしており、より効率的かつ効果的に機能を維持するための仕

組みづくりが必要となっています。

農業生産基盤の機能を適切かつ効率的に発揮させるため、基幹的施設については､ 定期的な機

能診断に基づく機能保全対策を通じて、既存施設の有効活用や長寿命化を図り、ライフサイクル

コストを低減するストックマネジメントの取り組みを進めていく必要があります。

 

７）地域資源の保全・活用への取り組みの拡大

農村地域の豊かな資源は、食料生産はもちろん、洪水防止や地下水の涵養など様々な多面的機

能を有した社会共通の資本であり、これまで農家を中心とする集落全体の共同活動によって守ら

れてきました。

しかし、近年、農村地域の過疎化・高齢化・混住化が進行し、地域の共同活動が困難になって

きています。

今後、農村地域全体が農家・非農家の垣根を越えて、地域資源の適切な保全管理に共同で取り

組む活動の推進と定着を図り、農業・農村の持つ多面的機能の保全を図るとともに、コミュニティ

図15 標準耐用年数を超える農業水利施設の割合
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機能の再生を図ることが緊急の課題となっています。

特に、集落が管理している水路、農道、ため池などの補修・更新等については「農地・水保全

管理支払交付金」事業の向上活動支援を活用して、施設の長寿命化を図っていく必要があります。

また、東日本大震災を契機として、災害に強く、エネルギー利用効率の高い自立・分散型エネ

ルギーシステムの重要性に対する県民の関心が高まりつつある中、農山村に豊富に存在する未利

用資源である農業用水を活用した小水力発電や太陽光発電、風力発電、バイオマスなど、再生可

能エネルギーの導入促進が求められています。

特に、県内には昭和20年代以降に整備した農業用水路が6,400km以上あるなど、小水力発電の

導入ポテンシャルは高く、その取り組みを促進していく必要があります。
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